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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

歳末見舞金支給事業（障がい者等）

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0101

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

身体障がい者（１～４級）・知的障がい
者（Ａ・Ｂ判定）精神障害者（１～３
級）・施設入所者・グループホーム利用
者・原爆被爆者・じん肺患者

（市民税非課税の人）

歳末援護事業の一環として、見舞金を支給する。
・支給方法は12月上旬に民生委員又は福祉課職員が慰問し、支給する。
・支給金額は下記のとおり。
身体障がい者（１～３級：15,000円、４級：10,000円）
知的障がい者（Ａ・Ｂ判定：15,000円）
精神障がい者（１～２級：15,000円、３級：10,000円）
施設入所者（2,000円）
グループホーム利用者（15,000円）
原爆被爆者（10,000円）
じん肺患者（10,000円）
・平成16年度からは所得制限あり（対象者本人の市民税が非課税であること）

見舞金の支給により自宅や施設での生活
が支援されるとともに、民生委員等が慰
問をして世帯の実態調査を行うことによ
り、必要な支援につながり、地域の民生
委員などとの関係性も構築できている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 28,002 28,942 30,223 29,328

財源内訳
千円

28,002

歳末見舞金支給者数

歳末見舞金受取率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

％

1,951 2,013 2,106 2,043

98.3 98.0 100 99.6

28,942 30,223 29,328

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成28年度と比較し、平成29年度の実績値が向上していることから、対象者に対
し行き届いた支援を行えた。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 見直し
◎健全な地方財政の視点から行政サービスの制度設計にあたっては、「現金給付は国、サービス給付は地方」という役
割分担の基本に忠実になることが求められています。

●現金給付の見直しとともに、困っている方への寄り添った支援となり、その効果が明確となるような制度設計に着手
します。

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

平成31年度からの実施に向け、障がい者等の困りごとに寄り添った支援となるとともに、その効果が明確となる事業に
ついて検討を行った。

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障害福祉サービス事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0102

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

身体障がい者（児）
知的障がい者（児）
精神障がい者（児）

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、在宅サービス（居宅介護、行動援
護、短期入所、放課後等デイサービス）を行い、地域で自立した日常生活が送れ
るよう支援するとともに、施設（療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続支援といった昼のサービス「日中活動事業」と施設入所支援、グ
ループホームといった夜のサービス「居住支援事業」）において必要な治療、機
能回復、職業訓練指導等を行い、自立と社会復帰を支援する。
・サービス利用の相談
・サービス利用の申請受付
・サービス利用の調査※
・サービス利用の支給決定※
・サービス決定内容の受給者証、決定通知書発行
・事業所からの請求に基づき、サービス費の支払い
※平成18年10月からは、サービスの個別の必要度を明らかにするため、全国一律
の基準に基づいた｢障害支援区分｣の認定が必要となる。
＜障害支援区分認定の流れ＞
　認定調査員による障害支援区分認定調査⇒一次判定（コンピューター判定）⇒
市町村審査会（二次判定）⇒障害支援区分の認定⇒認定結果通知

必要な介護、訓練等サービスを受けるこ
とで、基本的人権を享有する個人として
の尊厳にふさわしい日常生活又は社会生
活を営むことができている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

398,145 446,391 512,900 492,477
199,073 223,196 256,450 245,811

263,345 269,077 261,580 288,520

財源内訳
千円

860,563

サービス利用者（児）数（年間実人数）

サービス利用率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

％

533 569 600 631

16.7 17.6 18.2 19.0

938,664 1,030,930 1,026,808

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

手帳の申請や自立支援医療の申請の際に支援につながると思われるサービスの説
明や、相談の窓口として障がい者基幹相談支援センターに案内するなど、個々の
状況に応じたサービスの利用ができるよう情報提供等行っている。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[181]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

ほほえみ広場実施事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0103

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

18歳未満の身体障害者手帳及び療育手帳
所持者及びその保護者 ①学校が長期休暇中（夏休み）に、同じ障がいのある児童・生徒及び介護者が一

同に会し交流を図り、屋内外の各種事業（バスハイキング、おたのしみ会など）
を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
②行き先や内容はほほえみ広場運営委員会（利用者の保護者で構成）で企画し、
市は会場の確保及び移動手段（市のバス利用）の確保、損害保険の手続き、参加
者募集などを行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

同じ障がいのある児童・生徒の友達の輪
が広がることで、人間関係の築き方を身
に付ける効果が期待でき、健やかに育つ
ことができる。また、学校の長期休暇期
間における保護者の介護負担が軽減され
る。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 142 156 170 109

財源内訳
千円

142

実施事業数

各種事業参加者延べ人数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

人

1 1 1 1

37 43 45 33

156 170 109

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成28年度と比べ、参加者数が10人減少となり、目標値も12人下回ってしまった
。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

低下

余地が中程度

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障がい者（児）紙おむつ給付事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0104

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

療育手帳Ａ・Ｂ判定を受けた知的障がい
者（児）

社会福祉協議会へ事務委託をし、紙おむつ（１ヶ月あたり３０枚）、尿とりパッ
ド（１ヶ月あたり６０枚）を年２回（前期分４月（４～９月分）、後期分１０月
（１０～３月分））に分けて給付する。

・３月末（前期分）、８月末（後期分）に対象者名簿を送付する。（市→社協）
　（５～３月　給付対象者の変更通知（市→社協）新規対象者へ案内（市））
・社協から対象者へ申込書提出の案内を送付し、希望者は申込書を社協へ提出す
る。
・社協は事業委託業者（トキワ、清水屋：単価契約）へ配布依頼をする。
・委託業者は申込者宅へ配布し、完了したら配布完了の報告と請求書を提出す
る。
・社協は市へ月別配布依頼枚数の報告、業者からの請求書を提出する。
・市から業者へ扶助費を支払う。

当該対象者の清潔保持の増進が図られ、
本人及び保護者の経済的負担が軽減され
ている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 1,792 1,712 1,938 1,759

財源内訳
千円

1,792

利用者数（3月31日）

対象者に対する利用者の割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

％

77 80 85 84

28 26 27 27

1,712 1,938 1,759

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

対象者に対する利用者の割合が増加している。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0105

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

小児慢性特定疾患児（｢小児慢性特定疾
患治療研究事業｣の対象となっている
者）

　対象者に対し、日常生活用具の購入費（所得に応じた利用者負担金額を控除）
を助成する。
・申請書を受理する。
・審査のうえ給付券を交付する。
・対象者が指定事業者から日常生活用具を受け取る。
　その際、利用者負担金を指定事業者に支払う。
・指定事業者からの請求に基づき、購入費から利用者負担金額を除いた額を支払
う。

　日常生活の便宜と福祉の増進を図る。
また、対象者を介護する者の負担を軽減
する。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

12 25

21 25

財源内訳
千円

33

日常生活用具給付申請件数

事業の利用率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

％

50

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 評価対象外

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

未設定

未設定

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 未設定

一般会計
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政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障害者自立支援医療給付事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0106

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

・18才以上の身体障害者手帳所持者で自
立支援医療（更生医療）を受けようとす
る者
・身体に障がいのある児童（18才未満）
で自立支援医療（育成医療）を受けよう
とする者

（更生医療）
対象となる医療：人工透析、心臓バイパス術、人工関節置換術、肝臓移植など
①本人からの申請（申請書、医師意見書の受付及び所得に応じた自己負担額の確
認）
②市から県（更生相談所）に判定を依頼する。
③県の判定に基づき｢自立支援医療（更生医療）受給者証｣を交付する。
④公費負担医療費及び事務手数料を保険者に支払う。（社会保険診療報酬支払基
金、県国民健康保険団体連合会）

（育成医療）
※権限移譲により、育成医療に係る支給認定及び医療費の支給事務を行う（県か
ら市へ：平成25年4月1日～）
対象となる疾患：脊椎彎曲、感音性難聴、口蓋裂、口唇裂、口唇口蓋裂に起因す
る歯科矯正など

障がいの除去や軽減、社会生活の円滑化
及び医療費負担の軽減が図られている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

11,504 12,209 13,590 16,879
5,752 6,104 6,795 8,439

7,957 6,884 6,935 6,440

財源内訳
千円

25,213

自立支援医療給付決定件数（更生医療）

自立支援医療給付決定件数（育成医療）

自立支援医療給付率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

件

％

90 92 100 99

15 11 20 12

100 100 100.0 100

25,197 27,320 31,758

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

実績値100％を維持しており、必要としているかたに行き届いた支援ができてい
る。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[186]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

特別障害者手当等支給事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0107

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

重度の障がい者（児）で施設入所者等を
除く。

常時特別な介護を必要とする、在宅の重度の障がい者（児）に対して、３か月分
毎に年４回（５月・８月・１１月・２月）支給する。

根拠法令
・特別児童扶養手当等の支給に関する法律

障がいのため必要となる精神的・物質的
な特別の負担の軽減が図られている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

28,372 27,945 29,797 25,645
3,918 3,694 4,126 3,733

9,487 9,308 9,934 8,473

財源内訳
千円

41,777

特別障害者手当等申請数

特別障害者手当等支給延べ人数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

人

11 28 25 14

1,645 1,615 1,760 1,490

40,947 43,857 37,851

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成28年度の実績値と比べると、平成29年度の実績値は225人減少しているが、
手当の支給対象となるかどうかは障がいの程度よるところが大きく、手帳の申請
や障がいの進行具合等の影響が大きい。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[195]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

重度心身障害児介護手当支給事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0109

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

１８歳未満の重度の障がい児のいる所得
税非課税世帯である介護者（保護者）

重度の障がい児の介護者に対して、３か月毎に年４回（６月、９月、１２月、３
月）支給する。（手当額は月額10，000円）

介護者世帯の生活の負担を軽減する。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 2,430 2,540 2,640 2,510

財源内訳
千円

2,430

重度心身障害児介護手当申請数

重度心身障害児介護手当支給延べ人数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

人

3 6 6 4

243 254 276 251

2,540 2,640 2,510

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

重度心身障害児の保護者に対し手当に関する案内を適切に行えている。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1055]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障害支援区分認定審査事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0111

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

障害支援区分認定申請者

障がい者の心身の状態を表す「障害支援区分」を判定する。
【障害支援区分の認定方法】
①申請者に対して調査員が認定調査票に基づき調査し、一次判定（厚生労働省ソ
フト）を行う。
②一次判定結果を基に、特記事項と主治医意見書を資料として、７名の審査委員
で構成する「障害支援区分認定審査会」で審査のうえ二次判定を行う。
③二次判定結果により障害支援区分を認定する。
【障害支援区分認定審査会】
　審査委員は、「障がい者等の保健又は福祉に関する学識経験を有する者」によ
り構成されている。
　任期は2年、現在7名に委嘱している。
【障害支援区分認定の流れ】
①申請受付 ②概況調査 ③障害支援区分認定審査 ④結果通知　
　訓練等給付は③は行わない

障害支援区分認定申請を行った者の判定
が適正に行われている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

1,025
512

1,945 3,189 3,836 3,523

財源内訳
千円

3,482

障害支援区分認定審査会開催数

審査件数

不服申し立て件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

回

件

件

12 12 12 12

149 126 200 162

0 0 0 0

3,189 3,836 3,523

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成28年度に引き続き、不服申し立て件数は0件となっている。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1056]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障がい者計画・障がい福祉計画策定事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0112

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

障がい者

（平成20年度）
「尾張旭市障がい者計画」「尾張旭市障がい福祉計画」の両計画が同時期に期間終了
となったことから、関連のある両計画を一体として、平成21～23年度を計画期間とす
る「尾張旭市障がい者計画・障がい福祉計画（第２期）」を策定

（平成23年度）
平成24年3月に「尾張旭市第3期障がい者計画・障がい福祉計画」（平成24～26年度）
を策定

（平成26年度）
平成27年3月に「尾張旭市第3期障がい者計画・障がい福祉計画」（平成27～29年度）
を策定

（平成27～29年度：計画改訂（第５期：平成30～32年度））
平成28年度（基礎調査業務）
⇒アンケート調査、現状把握調査、団体調査・事業所調査、計画策定会議の開催など
平成29年度（計画策定業務）
⇒骨子案・計画素案・計画案の作成、パブリックコメント、計画策定会議等の開催な
ど

　障がい者が障がいの程度に応じて必要
なサービスを受けられる基盤作りの目標
を計画し、計画に従って事業が実施され
ている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 2,370 2,792 2,772

財源内訳
千円

アンケート調査の回答者数

策定会議開催数

計画策定数

計画の達成率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

回

件

％

0 2,098 0 0

0 1 4 4

0

38.3

0 0 1

70 43

2,370 2,792 2,772

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

目標値に比べ、計画の達成率が27％下回っており、福祉施策のさらなる推進が必
要である。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

低下

余地が中程度

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●平成28年度に実施するアンケートの結果に基づいて、障がい者計画・障害福祉計画を策定します。
実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

○平成28年度に実施したアンケート調査のほか、当事者団体等へのヒアリング、パブリックコメントを行うなど、市民
等の意見を踏まえ、計画を策定した。

一般会計



[199]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障害者補装具給付事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0113

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

身体障害者手帳所持者
　ただし、等級及び障害部位により給付
制限あり 　対象者に対し、補装具の購入費及び修理費（所得に応じた利用者負担金額を控

除）を助成する。
【事務手順】
・申請書を受理
・審査の上（必要に応じ県への判定依頼を実施）、補装具費支給券を交付
・対象者が指定事業者から補装具を受領。その際、利用者負担金（原則1割）を指
定事業者に支払う。
・指定事業者からの請求に基づき、購入費から利用者負担金額を除いた額を支払
う。　日常生活の便宜と福祉の増進を図る。

また、対象者を介護する者の負担を軽減
する。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

5,500 7,000 6,500 7,500
2,750 3,500 3,250 3,750

4,676 4,415 3,250 1,293

財源内訳
千円

12,926

障害者補装具交付申請件数

事業の利用率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

件

％

104 91 110 107

4.62 4.02 4.78 4.67

14,915 13,000 12,543

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

目標値は下回っているものの、平成28年度に比べ利用率が増加している。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[1302]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の社会参加の促進01

実施
計画15-0115

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

　市内に在住している身体障害者手帳の
交付対象とならない軽度・中等度難聴児 　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度難聴児に対し、補聴器の購

入及び修理費用の一部を助成する。なお、修理については、本事業を活用し購入
した補聴器のみが対象となる。
【事務手順】
・申請書を受理
・審査の上、助成券を交付
・対象者が指定事業者から補聴器を受領。その際、申請者負担金を指定事業者に
支払う。
・指定事業者からの請求に基づき、購入費から申請者負担金を除いた額を支払
う。

　軽度・中等度難聴児に対し、言語や精
神の発達、学力の向上、社会性の構築な
どが図られている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

86

148 87

財源内訳
千円

軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

％ 100 100

148 173

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成29年度から実施している事業であり、補助率は100％を達成している。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

向上（最高状態維持含む）

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[176]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障害者デイサービス事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の自立支援02

実施
計画15-0202

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

身体障がい者
障害者総合支援法に基づく｢地域活動支援センター｣事業
・事業運営を社会福祉法人に委託している。（委託料：19,000千円／年）
　2年に1回車検代150千円（偶数年度）
・デイサービス事業内容
　食事の提供、創作的活動、機能訓練、社会適応訓練、レクリェーション、送迎
等
　（デイサービス実施日　月～金）
・平成24年12月に、障がい者送迎用車両の買換えを実施した。在宅身体障がい者の自立の促進、生活の

改善、身体機能の維持向上が図られてい
る。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

9,495
6,333

9,629 10,104 9,880
9,521 8,896 9,180

財源内訳
千円

15,828

デイサービス利用者数

デイサービス利用率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

人

％

13 14 20 14

0.6 0.6 0.9 0.6

19,150 19,000 19,060

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

利用率に増減はなかった。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

余地が中程度

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●委託により実施している、障がい者デイサービスの在り方について検討します。
実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

障がい者デイサービスについて、委託事業所と打合せを行うなど検討を行っている。

一般会計



[1088]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

地域生活支援事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の自立支援02

実施
計画15-0203

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

障がい（児）者及びその保護者

　障害者総合支援法に基づく市町村地域生活支援事業は、各市町村独自の判断で、地
域で生活する障がい者及び障がい児(その家族を含む)の日常生活を支え、相談支援や
訪問入浴サービス等のニーズに応じた利便性の高いサービスを提供する。
地域生活支援事業(主な事業)
１　相談支援事業
　　障がい者等又はその介護を行う者などからの相談に応じ、必要な情報の提供等便
宜　を供与するなど、障がい者等の自立した日常生活を営むためのサービスを提供す
る。
２　意思疎通支援事業
　　聴覚、視覚などの障害のため意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手
話　通訳等により、意思の疎通の円滑化を図るためのサービスを提供する。
３　移動支援事業
　　屋外での移動が困難な障がい者等に、外出のための支援を行うことにより地域に
お　ける自立生活等を促すためのサービスを提供する。
４　その他事業(日中一時支援事業)
　　障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支援及び
障　がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を取るためのサービスを提
供する。

相談支援、コミュニケーション支援など
地域での生活支援サービスが、市民の
ニーズにそって柔軟に提供されている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

30,596 33,020 35,324 34,015
16,511 17,809 19,425 18,246

92,737 94,900 94,044 92,379

財源内訳
千円

139,844

サービス利用者（移動支援・日中一時支援・地域活動支
援事業・訪問入浴）数

サービス利用率

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

対象

人

％

385 395 410 404

12.1 12.2 12.4 12.2

145,729 148,793 144,640

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成28年度から利用率に増減はなく、横ばいとなっている。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

維持・横ばい

余地が中程度

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 見直し

●障がい者基幹相談支援センターの相談員を増加したため、今後は支援内容の充実について検討します。
実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 ○

障がい者基幹相談支援センターの事業委託をしている事業者や相談員と打合せを行い、支援内容や事業内容について検
討を行っている。

一般会計



[204]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障がい者タクシー基本料金助成事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の自立支援02

実施
計画15-0204

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

身体障がい者（1・2級・3級下肢･体幹）
知的障がい者（Ａ・Ｂ判定）
精神障がい者（1級）

重度の障がい者に対して、障害者の自立と社会参加を支援するため、タクシーを
利用する場合の基本料金を助成する。

・毎年３月に助成対象となる障がい者に助成の案内を送付
・申請に基づき、助成券を交付（一人当り；基本料金５００円のチケット３６
枚）
※自動車税の減免を受けている人は交付の対象外
・利用者は、タクシー利用時にチケット及び不足金額を支払う
・利用のあった助成券分の代金を契約タクシー事業者に支払う
※Ｈ２１年度より80歳以上も対象となった。
　Ｈ２０年度までは、高齢者タクシーの対象者となっていた。
※Ｈ２８年度より身体障がい者3級下肢・体幹も対象となった。

★15-0201（障害者タクシー基本料金助成事業（身体））、15-0208（同（精
神））を吸収統合

・公共交通機関を利用することが困難な
重度の障がい者が外出する際の交通手段
が確保できている。
・経済的負担が軽減されている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 2,084 2,906 3,259 2,359

財源内訳
千円

2,084

交付した助成券の数

利用申請者数

実際に利用があった助成券の数

タクシーチケットの交付を受けた障がい者の割合

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

枚

人

枚

％

11,052 14,544 15,840 15,516

307 404 440 431

4,008

100

5,592 6,300 5,057

100 100 100

2,906 3,259 2,359

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

平成28年度と比べ利用枚数が9.6％低下してしまった。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

一部遅延あり

低下

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[212]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

障がい者団体育成支援事業

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

障がい者の自立支援02

実施
計画15-0205

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

尾張旭市身体障害者福祉協議会
尾張旭市手をつなぐ親の会

各団体に団体活動の維持のための運営補助金を支出する。
身体障害者福祉協議会　　　　年会費　1,000円
手をつなぐ親の会　　　　　　年会費　2,400円

・前年度の活動実績及び今年度の活動計画を提出し、審査のうえ補助金を交付
　（補助金交付予算額）
　　尾張旭市身体障害者福祉協議会　　100,000円
　　手をつなぐ親の会　　　　　　　　 60,000円会員相互の連帯・親睦が深まり、障がい

者の機能回復、自立更生及び社会参加活
動が図られている。

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般 129 150 155 138

財源内訳
千円

129

補助金額

補助団体に参加している障がい者数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

円

人

129,289 135,000 155,000 132,500

107 104 150 76

150 155 138

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

補助団体に参加している障がい者数が平成28年度に比べ28人減少している。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

遅延あり

低下

余地が中程度

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計



[935]

政策

施策

基本事業

事務事業
コード

福祉課庶務事務

健康福祉部
福祉課

障がい者福祉の推進

01

（施策の総合推進）09

実施
計画99-0401

対象（誰、何に対して事業を行うのか） 手段（事務事業の内容、やり方、手順）

意図

課内職員及び課に関する庶務事務
①文書収受（庁内回覧）
②　　〃　（庁内報告）→　各担当分作成依頼、とりまとめ報告
③　　〃　（庁外回覧）
④　　〃　（庁外報告）→　各担当分作成依頼、とりまとめ報告
⑤普通旅費
⑥予算・決算・備品台帳整備・文書目録等作成とりまとめ
⑦消耗品調達
⑧郵便物の処理・発送
⑨地域福祉基金関係
⑩その他の雑務

※所要時間　1.5時間×23日×12月
庶務事務が正確に、期限内に処理されて
いる状態

指標名称

担当

単位 27年度実績 28年度実績 29年度当初 29年度実績

ア 国
イ 県
ウ 地方債
エ その他
オ 一般

145 122

4,897
300

6,020 6,594 4,487

財源内訳
千円

5,042

庶務事務所要時間

庶務事務における不具合件数

事
業
目
的
と
概
要
（ 

　
年
度
分
）

時間

件数

414 414 414 414

0 0 0 0

6,442 6,594 4,487

総合
戦略

指
標
・
事
業
費

29
（対象をどのような状態にしたいのか）

05

みんなで支えあう健康のまちづくり

評価区分 通常評価

事業の位置づけ

事業の概要（目的、手段）

活動指標、成果指標、事業費の推移

活動
指標

成果
指標

事業費　計

【活動指標の状況】

（状況）不具合の件数は昨年度と同様に０件となっている。
（原因）例年と同様に事務の執行ができており、不具合は生じていない。

H29年度実績の評価

成
果
実
績
評
価 【成果向上余地】

【成果指標の状況】

非常に順調

維持・横ばい

余地が小さい・なし

H29年度実施取組方針（H28年度本部結論）の実績評価
H29年度実施取組方針 本部方向性 維持

実
施
取
組
方
針
実
績
評
価

H29年度実施取組方針の実績評価 実施状況 －

一般会計


